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１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

④ 組　織

（２）

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

村上市

上水道事業

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 41,500 ㎥／日

これまでの主な経営健全化の取組

・平成20年度の市町村合併から旧市町村間での事務の統一や事業の見直し等により、事業経営のスリム化を図り、平成20年度上水道事業職員
20人体制で運営していましたが、現在は、3人削減し17人体制で運営しています。
・平成２３年度に、一部の利率の高い企業債について、補償金免除繰上償還を行い、償還利息の低減を図りました。

・別添のとおり

平 成 26 年 4 月 1 日

計 画 期 間 ：

15

～

管 路 延 長

水 源

0.278

供 用 開 始 年 月 日

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

昭 和 37 年 2 月 1 日

・上水道事業については、水道局、村上水道事務所、荒川及び朝日支所産業建設課において事業を実施しています。

・上水道事業職員内訳

事務職員
技術職員

料金・収納職員

職員種別

合計

職員数 平均年齢
8人
5人
4人
17人

44歳
38歳
39歳
41歳

別添１－２

村上市　　　　　　　　　　事業経営戦略

事業の現況

・平成20年4月1日に市町村合併して以来、旧市町村で定めた料金をそのまま継承していましたが、平成26年4月
1日から基本料金を全市統一しました。従量料金については、基本料金の激減緩和措置が終了する平成30年以
降に統一を図り、市内全域が同一料金となるよう推進します。
　また、改定後の基本料金については、口径別料金体系を採用し、口径２５ｍｍまでは基本水量１０㎥を付与して
います。

543.02

千ｍ

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

施 設 利 用 率 49.14

施 設 数

策 定 日 ：

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

5

計 画 給 水 人 口 61,800

現 在 給 水 人 口 50,257法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法適（全部）

 表流水 ,  ダム ,  伏流水 ,  地下水 ,  受水 ,  その他 

水   道 

簡易水道 



２．将来の事業環境

（１）

年度 H27（実績） H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37

（２）

年度 H27（実績） H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37

（３）

年度 H27（実績） H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37

（４）

（５）

３．経営の基本方針

※水道料金予測は、給水人口及び有収水量予測により水道料金計算をしたものです。平成30年度まで各地区の基本料金を段階的に統一し、その
後、従量料金の統一を図る予定ですが、予測は現時点での各地区従量料金を使用して算出しています。

※有収水量予測は、給水人口予測により算出した給水人口を基に算出したものです。今後の増減要因として、企業などの進出・節水型用品の技術
革新などが考えられますが、現状では人口増減による水量増減が大きな要因となっています。

（単位：千円）

水道料金
予測

895,009 901,380 893,150 883,170 876,843 870,568 864,237 857,959 851,734 845,561 839,440

※給水人口予測は、平成27年12月策定「村上市人口ビジョン」から算出しています。人口移動要因の大部分を占める若者の人数が減っているために
移動率が今後一定程度縮小し、出生率がこれまでと同様に推移すると仮定したシミュレーションパターンを用いています。

（単位：千㎥）

有収水量
予測

6,312 6,255 6,182 6,110 6,037 5,965 5,891 5,817 5,744 5,670 5,596

49,211 48,604 47,997 47,390 46,772 46,155 45,537 44,919 44,301

給水人口の予測

料金収入の見通し

・村上市職員定員適正化計画に基づき、職員の適正配置に努めます。

水需要の予測

施設の見通し

組織の見通し

①浄水場及び配水池
・村上地区　　第4次拡張事業により、浄水場及びステンレス製配水池１基を整備しており、老朽化した配水池の廃止が完了すれば、
　　　　　　　　 計画期間内の事業は完了します。
・荒川地区　　第3次拡張事業により、ステンレス製配水池２基が完成し、浄水場の改修が完了すれば計画期間内の事業は完了します。
・神林地区　　平成８年度から実施した第３次拡張事業によって、配水池及び浄水場の更新が完了しおります。
・朝日地区　　平成１１年度に猿沢浄水場及び猿沢配水池の整備が完了しました。
　　　　　　　　 岩沢浄水場から受水する中野配水池も平成１４年度に完成しており、計画期間内の大規模事業は予定しておりません。

②管路
　下水道管の敷設と併せて老朽化した水道管の更新を進めており、管路の経年化率は比較的低い状況にあります。
　管種ごとの実使用可能年数を考慮し、更新を計画する必要があります。

給水人口
予測

（単位：人）

50,257 49,819

　水道は、市民生活や経済活動に欠くことのできない重要なライフラインとして、安心・安全な水を供給することが求められております。また、災害
等の非常時においても一定の給水を確保することが大きな責務となっております。このような住民サービスを持続するためには、水道事業の安
定経営が必要不可欠であり、必要な財源の確保及び経費の抑制が重要となります。そのためには、以下の基本方針に基づき、健全経営に努め
てまいります。

　・老朽化した施設、水道管の更新を行い、安定した水の供給に努めます。
　・漏水調査等の実施による漏水個所の改善を行い、有収率の向上に努めます。
　・水道料金の安定確保の観点から、従量料金の統一を検討します。
　・安定した水道事業経営のため、経費削減を行い、利益の確保に努めます。



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

目 標 企業債発行残高を見極めながら、過度な負担増とならないよう投資計画を進めます。

目 標 水道料金収入の安定確保と基準内繰入金のみでの経営をめざします。

②　収支計画のうち財源についての説明

・村上地区の第４次拡張事業及び荒川地区の第３次拡張事業が計画期間の序盤で終了する予定であることから、両拡張事業完了後は、災害
に強い耐震管及び耐震施設への更新が主な事業となるので、過度な投資による負担増とならないよう投資計画を進めます。

【主な事業内容】
　・村上地区第４次拡張事業（～平成３０年）　総額100,000千円（老朽化した配水池の廃止、通信設備の改良等）
　・荒川地区第３次拡張事業（～平成３１年）　総額700,000千円（浄水場の更新等）
　・老朽管更新事業（継続事業）　年50,000千円（耐震管への布設替え等）

・水道料金のうち、従量料金について、全市統一について検討し、料金収入の安定に努めます。
・拡張事業等については、企業債の借り入れにより財源を確保する予定ですが、企業債残高が増大しないよう注意します。
・建設改良費等に充てる財源は、企業債の他は内部留保資金としていますが、建設改良費の増大により流動資産の減少が懸念されますので、
経費の削減並びに水道料金の見直しによる資金の確保に努めます。
・資金運用については、市内金融機関への短期定期預金により運用していますが、今後も安全かつ有利な運用方法を検討します。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

・施設維持管理については、包括的民間委託を継続していきますが、今後は、委託施設の箇所数の拡大を検討します。
・動力費については、入札による電力会社の選定を検討します。
・その他、事業等の見直しを行い、経費削減に努め、健全な経営に努めます。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資について検討状況等

②　財源について検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。

動 力 費

職 員 給 与 費

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

・資金運用については、市内金融機関への短期定期預金により運用していますが、今後も安全かつ有
利な運用方法を検討します。

そ の 他 の 取 組 不用品の売却等、収入確保に努めます。

企 業 債

委 託 料

修 繕 費

・企業職員の給与については、市長部局に準じて適正化を図ります。

・施設維持管理については、包括的民間委託を継続していきますが、今後は、委託施設の箇所数の拡
大を検討します。

・動力費については、入札による電力会社の選定を検討します。

・毎年同様箇所の修繕工事は発生しないよう、適正な管路更新に努めます。

繰 入 金

・老朽化した配水池の廃止を進めます。

・配水池の廃止に伴い、通信設備の簡素化を図ります。

民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

そ の 他 の 取 組

・従量料金の統一について検討します。

・漏水調査実施による、有収率の向上に努めます。

PDCAサイクルによる事業評価を実施し、毎年度、事業費等の見直しを実施します。

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の
投 資 の 平 準 化

・設備等の定期点検を実施し、延命を図ります。

広 域 化 ・地理的条件等から厳しい状況にありますが、近隣自治体の動向を注視してまいります。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

資 産 の 有 効 活 用 等 に よ る
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組 ・老朽管等の更新時には、過度な投資とならないよう、必要口径等を十分検討します。

・発行額を抑制し、企業債残高の減少に努めます。

・基準内繰入のみでの経営に努めます。

・近隣事業体の状況を注視しながら検討します。



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成27年度全国平均

※　平成23年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、管路経年化率及び管路更新率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

全体総括

　平成28年度策定予定の経営戦略に基づき、料金
収入の安定確保、経営の効率化を図りながら、流
動比率等の各種数値の改善に努めます。
　また、投資・財政計画により老朽管等の更新事
業を実施し、有収率の向上を図りますが、企業債
残高の削減に努め、企業債の新規発行額を抑制し
ます。
　さらに、県や近隣事業体と情報共有を行ない、
検針、施設の維持管理等の業務について広域的な
民間委託等の研究を行ないます。

「施設全体の減価償却の状況」 「管路の経年化の状況」 「管路の更新投資の実施状況」

2. 老朽化の状況について

　有形固定資産減価償却率及び管路経年化率とも
に類似団体平均値よりも良いため、同団体に比べ
て施設、管路等の老朽化は進んでいません。ただ
し、近年、有収率が悪化していることから、漏水
調査を実施及び老朽管の更新等を計画的に進め、
有収率の改善、施設稼働率の向上を図ります。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「供給した配水量の効率性」

2. 老朽化の状況

221.92 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

- 60.26 79.80 2,602 50,428 227.24

　経常収支比率、流動比率とも類似団体平均値を
下回る状況が数年続いていることから、経営の効
率化を進めるとともに、料金の見直しを検討し、
収入の安定確保に努めることが必要です。
　また、企業債残高対給水収益比率は、類似団体
平均値よりも大幅に悪いが、平成32年度までで拡
張事業が完了する見込みであることから、その後
は、毎年の企業債償還元金を超えない範囲での借
り入れとし、企業債残高の削減に努めます。

「経常損益」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

54.17 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km2) 給水人口密度(人/km2) －

法適用 水道事業 末端給水事業 A4 63,614 1,174.26

経営比較分析表
新潟県　村上市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

40544 40909 41275 41640 42005

当該値 1.76 1.2 2.2 1.32 0.63

平均値 0.84 0.78 0.83 0.72 0.71

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

40544 40909 41275 41640 42005

当該値 111.96 118.93 106.41 109.29 107.95

平均値 107.68 108.24 107.8 111.96 112.69

100.00

102.00

104.00

106.00

108.00

110.00

112.00

114.00

116.00

118.00

120.00

40544 40909 41275 41640 42005

当該値 29.36 29.26 29.17 38.41 39.29

平均値 37.71 38.69 39.65 45.25 46.27

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

45.00

50.00

40544 40909 41275 41640 42005

当該値 3.46 3.08 2.82 3.05 3.28

平均値 7.67 8.4 9.71 10.71 10.93

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

①経常収支比率(％) 

40544 40909 41275 41640 42005

当該値 0 0 0 0 0

平均値 4.67 4.46 4.39 0.41 0.54

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

4.50

5.00

40544 40909 41275 41640 42005

当該値 286.3 329.09 372.64 173.09 161.18

平均値 695.41 701 739.59 335.95 346.59

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

800.00

40544 40909 41275 41640 42005

当該値 591.93 586.55 614.02 610.33 615.28

平均値 343.45 330.99 324.09 319.82 312.03

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

40544 40909 41275 41640 42005

当該値 110.12 117.11 104.24 107.76 106.27

平均値 99.61 100.27 99.46 105.21 105.71

90.00

95.00

100.00

105.00

110.00

115.00

120.00

40544 40909 41275 41640 42005

当該値 127 119.47 135.08 130.42 133.42

平均値 169.59 169.62 171.78 162.59 162.15

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

180.00

200.00

40544 40909 41275 41640 42005

当該値 49.93 50.3 48.56 48.9 49.14

平均値 60.04 59.88 59.68 59.17 59.34

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

40544 40909 41275 41640 42005

当該値 86.78 86.55 87.24 85.89 84.58

平均値 87.33 87.65 87.63 87.6 87.74

83.00

83.50

84.00

84.50

85.00

85.50

86.00

86.50

87.00

87.50

88.00

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％) 

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％) 

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％) 

【113.56】 【0.87】 【262.74】 【276.38】 

【89.95】 【59.76】 【163.72】 【104.99】 

【47.18】 【13.18】 【1.06】 



（単位：千円，％）

年　　　　　　度 26年度 27年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１． (A) 924,393 935,695 935,300 932,210 915,670 909,343 903,068 896,737 890,459 884,234 878,061 871,940
(1) 894,090 895,009 901,380 893,150 883,170 876,843 870,568 864,237 857,959 851,734 845,561 839,440
(2) (B) 7,374 17,163 11,250 13,472 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000
(3) 22,929 23,523 22,670 25,588 22,500 22,500 22,500 22,500 22,500 22,500 22,500 22,500

２． 123,180 122,362 130,419 128,585 126,408 125,317 124,367 122,921 121,070 119,771 118,369 117,072
(1) 0 0 4,337 3,673 2,759 2,689 2,607 2,519 2,426 2,330 2,232 2,148

0 4,337 3,673 2,759 2,689 2,607 2,519 2,426 2,330 2,232 2,148
0

(2) 121,410 120,658 125,712 124,481 123,349 122,328 121,460 120,102 118,344 117,141 115,837 114,624
(3) 1,770 1,704 370 431 300 300 300 300 300 300 300 300

(C) 1,047,573 1,058,057 1,065,719 1,060,795 1,042,078 1,034,660 1,027,435 1,019,658 1,011,529 1,004,005 996,430 989,012
１． 849,527 874,002 908,739 910,144 892,557 884,448 876,415 856,377 843,274 827,803 810,458 776,285
(1) 107,731 105,667 108,857 106,774 108,000 108,000 108,000 108,000 108,000 108,000 108,000 108,000

60,165 59,197 61,295 60,032 60,000 60,000 60,000 60,000 60,000 60,000 60,000 60,000
- - - - - - - - - - - -
47,566 46,470 47,562 46,742 48,000 48,000 48,000 48,000 48,000 48,000 48,000 48,000

(2) 267,603 277,424 283,315 280,320 280,100 280,100 280,100 275,100 275,100 275,100 275,100 275,100
76,110 71,810 76,773 66,308 75,000 75,000 75,000 75,000 75,000 75,000 75,000 75,000
49,330 43,322 41,769 34,108 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000

85 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
142,163 162,207 164,673 179,804 165,000 165,000 165,000 160,000 160,000 160,000 160,000 160,000

(3) 474,193 490,911 516,567 523,050 504,457 496,348 488,315 473,277 460,174 444,703 427,358 393,185
２． 109,004 106,091 110,668 100,322 92,896 86,441 79,771 72,903 66,006 59,221 52,843 46,857
(1) 109,004 106,091 110,668 100,322 92,896 86,441 79,771 72,903 66,006 59,221 52,843 46,857
(2)

(D) 958,531 980,093 1,019,407 1,010,466 985,453 970,889 956,186 929,280 909,280 887,024 863,301 823,142
(E) 89,042 77,964 46,312 50,329 56,625 63,771 71,249 90,378 102,249 116,981 133,129 165,870
(F) 288 137 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
(G) 10,323 88 94 94 95 95 95 95 95 95 95 95
(H) △ 10,035 49 △ 91 △ 91 △ 92 △ 92 △ 92 △ 92 △ 92 △ 92 △ 92 △ 92

79,007 78,013 46,221 50,238 56,533 63,679 71,157 90,286 102,157 116,889 133,037 165,778
(I) 274 282 294 79,242 135,775 199,454 270,611 360,897 463,054 579,943 712,980 878,758
(J) 775,853 760,906 524,488 569,453 455,823 346,090 331,307 314,450 296,099 284,192 330,913 394,552

73,660 61,390 17,798 18,287 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000
(K) 448,232 472,075 407,798 435,889 416,769 428,245 436,234 438,347 432,462 424,040 404,114 401,600

249,755 261,447 288,950 304,411 318,519 332,245 340,234 342,347 336,462 328,040 308,114 305,600

105,191 114,434 25,235 34,437 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000
( I )

(A)-(B)

(L) - - - - - - - - - - - -

(M) 917,019 918,532 924,050 918,738 905,670 899,343 893,068 886,737 880,459 874,234 868,061 861,940

- - - - - - - - - - - -

(N) - - - - - - - - - - - -

(O) - - - - - - - - - - - -

(P) 917,019 918,532 924,050 918,738 905,670 899,343 893,068 886,737 880,459 874,234 868,061 861,940

- - - - - - - - - - - -

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

-- - - - - - - - - - -

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費
そ の 他

減 価 償 却 費
営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

34年度 35年度 36年度 37年度

営 業 収 益
料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

営 業 外 収 益



（単位：千円）
年　　　　　度 26年度 27年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１． 116,700 297,000 200,000 131,000 570,000 142,000

２． 1,308 2,389 3,048 3,995 4,358 4,824 4,917 5,012 5,111 2,322

３．

４．

５．

６．

７． 1 1

８．

９． 65,082 25,302 10,000 42,830 10,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

(A) 181,782 322,302 211,309 176,220 583,048 150,995 9,358 9,824 9,917 10,012 10,111 7,322

(B)

(C) 181,782 322,302 211,309 176,220 583,048 150,995 9,358 9,824 9,917 10,012 10,111 7,322

１． 548,232 617,878 516,081 457,110 850,000 400,000 150,000 150,000 150,000 150,000 100,000 100,000

7,910 8,015 8,086 6,500 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000

２． 208,439 247,055 264,065 288,955 304,411 318,519 332,245 340,234 342,347 336,462 328,040 308,114

３．

４．

５．

(D) 756,671 864,933 780,146 746,065 1,154,411 718,519 482,245 490,234 492,347 486,462 428,040 408,114

(E) 574,889 542,631 568,837 569,845 571,363 567,524 472,887 480,410 482,430 476,450 417,929 400,792

１． 377,941 394,343 407,975 418,569 401,108 394,020 386,855 373,175 361,830 347,562 331,521 298,561

２．

３． 105,000

４． 196,948 148,288 55,862 151,276 170,255 173,504 86,032 107,235 120,600 128,888 86,408 102,231

(F) 574,889 542,631 568,837 569,845 571,363 567,524 472,887 480,410 482,430 476,450 417,929 400,792

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G)

(H) 5,456,887 5,506,832 5,716,535 5,558,580 5,824,169 5,647,650 5,315,405 4,975,171 4,632,824 4,296,362 3,968,322 3,660,208

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 26年度 27年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

19,401 0 4,337 3,673 2,759 2,689 2,607 2,519 2,426 2,330 2,232 2,148

4,337 3,673 2,759 2,689 2,607 2,519 2,426 2,330 2,232 2,148

19,401

0 0 1,308 2,389 3,048 3,995 4,358 4,824 4,917 5,012 5,111 2,322

1,308 2,389 3,048 3,995 4,358 4,824 4,917 5,012 5,111 2,322

19,401 0 5,645 6,062 5,807 6,684 6,965 7,343 7,343 7,342 7,343 4,470

37年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度29年度28年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

36年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

34年度 35年度 36年度 37年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

他 会 計 負 担 金


